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2026年８月19日 

内閣官房長官 

木原 稔 様 

令和8年熊本地震に関する緊急要望 (第４次） 

公明党令和８年熊本地震災害対策本部 

本 部 長 秋野 公造 

事務局長 竹内 真二 

 

令和8年熊本地震の発災から3週間が経過し、被災地では応急的な対応から、

住まい、医療・福祉、事業継続など生活再建への移行が本格化している。一

方、断水や避難生活の長期化に伴う健康への影響をはじめ、住まいへの移行を

妨げる個別事情、支援制度に関する情報格差、中小企業や観光産業への影響な

ど、時間の経過とともに新たな課題も顕在化している。被災者一人ひとりの命

と暮らしを守り、誰一人取り残すことなく生活再建につなげるとともに、今後

想定される課題に先手を打って対応できるよう、以下の事項について強く要望

する。 

 

記 

 

１．医療・福祉施設における生活用水の実質的な復旧と感染症・健康管理の一

層の強化 

八代市を中心とする断水については、多くの関係者の尽力により解消に向け

た取組が進められている。一方、通水が再開しても、施設や家屋内の配管の損

傷、井戸等の給水設備の被害などにより、必要な生活用水を十分に使用できな

いケースも生じている。特に医療機関や福祉施設では、診療・介護サービスの

継続や衛生管理に必要な水が実際に確保されているかという視点から、被災者

や施設のニーズをさらに丁寧に把握する必要がある。 

このため、単に「断水が解消したか」にとどまらず、医療・福祉施設ごと

に、診療、介護、トイレ、入浴、洗濯、清掃等に必要な水が安定して使用でき

る状態まで回復しているかをきめ細かく把握し、復旧を妨げている要因に応じ

て、国、県、市町、水道事業者等が連携して必要な支援を行うこと。また、復

旧までの間は、必要な生活用水・医療用水、衛生資材及び応援人員等の確保に

万全を期すこと。 

あわせて、長期間にわたる断水によって生じた衛生環境や健康への影響は、

通水の再開によって直ちに解消するものではないことから、断水解消をもって
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支援を終了することなく、避難所や医療・福祉施設、在宅の被災者等の状況を

継続的に把握すること。感染症の予防、早期探知、相談・検査体制を引き続き

強化するとともに、高齢者や基礎疾患を有する方、障がい者など要配慮者をは

じめ、一人ひとりの健康状態や生活実態に応じ、保健・医療・福祉が連携した

継続的な健康管理と支援を徹底すること。 

 

２．一人ひとりの事情に応じた住まいの確保と生活再建への移行支援 

 避難生活の長期化を防ぎ、生活再建を進めるためには、応急仮設住宅等の戸

数を確保するだけでなく、被災者一人ひとりが実際に次の住まいへ円滑に移行

できる環境を整えることが重要である。特に、障がい者や要介護者への配慮を

はじめ、世帯人数、子どもの通学、通院、就労、ペットの飼育など、住まいの

移行を妨げる事情は世帯ごとに異なっており、きめ細かな対応が求められる。 

このため、建設型応急住宅、賃貸型応急住宅、公営住宅及び住宅の応急修理

制度等を柔軟に活用し、住宅の広さ、構造、設備、立地その他の条件につい

て、被災者それぞれの事情に応じた選択と調整が可能となるよう支援するこ

と。また、自ら住まいを探すことが困難な被災者等に対しては、不動産関係団

体や福祉関係者等と連携した住宅マッチングや入居支援を強化すること。 

さらに、住宅部門と福祉、医療、教育、子育て、就労等の関係機関・関係部

門が緊密に連携し、住まいの移行に伴って、必要なサービスや生活基盤が途切

れることのないよう、個々の事情に応じた伴走型支援を強化すること。あわせ

て、被災者が安心して地域での生活再建に取り組めるよう、「住む場所の確

保」にとどまらず、「生活を再建できる住まい」への移行を確実に実現するこ

と。 

 

３．被災者一人ひとりに必要な支援を届けるための相談・申請支援の強化  

生活再建の段階においては、罹災証明書の取得、住まいの確保、公費解体、

被災者生活再建支援金、医療・福祉サービスの利用など、多岐にわたる支援制

度を必要とする被災者へ確実に届けることが重要である。特に、避難所を退所

した方や在宅避難者、車中泊や親族宅等で生活する方、高齢者、障がい者、外

国人など、情報の入手や申請手続に困難を抱える方々が支援から取り残される

ことがあってはならない。 

このため、ホームページやSNSによる情報発信に加え、広報紙等の紙媒体、

電話、訪問など多様な手法を組み合わせた情報提供とアウトリーチの取組を強

化できるよう、被災自治体に対する人的・技術的・財政的支援を充実するこ

と。また、情報提供にとどまらず、相談、申請、支援決定まで確実につながっ

ているかを確認できる体制を整備すること。 
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さらに、情報へのアクセス環境や支援制度の理解度の違いによって生活再建

に格差が生じることのないよう、被災者一人ひとりの状況に応じたきめ細かな

支援を徹底し、必要な情報と支援を最後の一人まで確実に届け切るための取組

を強力に推進すること。。 

 

４．激甚災害法第12条に基づく中小企業支援の適用範囲の早期拡大  

被災地域では、建物、店舗、工場、設備等の直接被害に加え、休業や取引の

停滞等による売上減少など、中小企業・小規模事業者への影響が懸念される。

地域の雇用と暮らしを守るため、被害の実態を速やかに把握し、事業者が早期

に事業継続・再建への見通しを持てる環境を整える必要がある。 

このため、激甚災害法第12条に基づく支援として、中小企業・小規模事業者

の被害状況を迅速に把握し、支援を必要とする地域への適用拡大を可能な限り

早期に判断すること。また、対象地域、支援内容、利用要件、相談窓口等につ

いて関係機関が連携して周知を徹底すること。あわせて、資金繰り、店舗・設

備等の復旧、既往債務への対応、雇用維持等、事業再建に必要な支援策を充実

させ、必要な事業者が確実に支援につながる相談・申請体制を強化すること。 

 

５． 観光産業の復旧・復興と旅行需要の早期回復に向けた総合的な支援 

宿泊施設や観光施設等において直接的な被害が発生しているほか、交通網の

寸断や観光施設の休館等の影響により、宿泊予約のキャンセルや観光客の減少

が生じるなど、観光産業全体に深刻な影響が及んでいる。特に、直接被害を受

けていない地域や通常どおり営業を継続している施設においても観光需要の落

ち込みがみられており、観光関連事業者の事業継続と観光需要の早期回復が重

要な課題となっている。 

このため、被災した宿泊・観光事業者等に対する施設・設備の復旧支援、資

金繰り支援及び雇用維持支援を強化するとともに、交通インフラや観光施設等

の復旧状況を踏まえ、安全が確保された地域から速やかに観光需要の回復を図

ることができるよう、国の財政支援による需要喚起策を早急に検討・準備し、

適切な時期に機動的に実施すること。 

また、被災地域と通常どおり観光客を受け入れることができる地域の状況に

ついて、国内外に対し正確かつ分かりやすい情報発信を行い、風評による熊本

県全体における旅行控えを防止すること。あわせて、観光関連事業者の事業継

続支援と旅行需要の回復支援を一体的に推進し、地域経済の早期復興につなげ

ること。 

 

６．子ども・子育て世帯等への切れ目のない支援と女性の視点を生かした復
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旧・復興の推進 

妊産婦や乳幼児のいる家庭、医療的ケア児・障がい児を育てる家庭など、被

災者一人ひとりの状況に応じたニーズを早期に把握し、必要な支援へ確実につ

なぐ体制を強化すること。特に、避難生活や生活再建が長期化する中、子ども

が安心して過ごし、遊び、学べる居場所や学習環境を確保するとともに、地震

への恐怖や環境の変化による心身の不調に対し、スクールカウンセラー、保健

師等による継続的な見守りと心のケアを充実させること。 

また、保護者が家屋の片付けや各種手続、住まい・就労の確保等に取り組む

間の一時預かりや見守り体制を整え、生活再建を支えること。あわせて、避難

先や家庭環境によって支援に格差が生じないよう、教育・福祉・子育て・保健

医療等の連携を強化し、必要な人材、場所、財政措置について国が被災自治体

を強力に支援するとともに、避難所運営や復旧・復興施策に女性の視点を十分

に反映すること。 

 

以上 


